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多〈の変量を同時的K処理する多変量解析手法

の適用が望まれた。

し;かし、スポーツ行動のよう念社会的行動の

説明変数として考えられる要因の多〈は、 ~IJえ

tr~)j IJ、職業念どのよう K、一次元連続直線単
調増加を想定しえ左い非連続的変量であり、

つばら量的変量のみを取り扱かう因子分析や判

<研究の目的>

本研究は、属性の多変量解析手法である林の

数量化理論第E類を用いて、スポーツの実施層

も

-非実施層を構成している諸要因のウエイトを

カテゴリ一個hのスポーツ実施・非実施へ

求め、両属の弁別K働〈要因聞のウエイトの比

較、

の寄与の方向等から両層の特徴を多次元的K記

別函数等の従来の多変量解析手法をとれK適用

するととは菌難であった。
)へ10)

林の数量化理論は、カットマンの態度測定K

なける尺度解析手法の考え方から出発し、定性

的属性の各カテゴリ-vc目的K対して妥当念数

述するととを目的としている。

く研究の方法>

問題の所在と数量化理論

人々の余暇行動、すかんず〈スポーツ行動は、

62鵜する集団、地域あるいは国の歴史・社

1. 

値を与えるとと Kよって定量的変数と同様K多

変量解析を施とす独創的念理論である。数量化

会的・文化的文脈の念かで理解され念ければ念

らをいととは勿論である。しかし、その文脈を

踏えたうえで左な、性や年令等の人口統計的属 理論は、外的基準の有無、要因が質的か量的か

VてよってI類からN類までK分けられ、多〈の
l!.)・J?l.，);3).:J41:，15)・W)
分野t亡、用されている。

本研究で用いた林の数量化理論第E類とは定

性、職業や収入、自由時間等の社会・経済的属

性、さらtては仲間・指導者・施設等の環境的諸

条件の影響を受けているとともまた、定最学ス

ポーツK関する諸研究、玄種世論調査左どの明 性的左属性が外的基準(被説明変数:今回の場

合はスポーツの実施・非実施)として与えられ

ている時、各々の要因(説明変数:例えば自由

らかKしてきたととろである。

とれらの要因は互いK関係しあい、ととろで、

時間や収入念ど)が外的基準K対してどの程度

の大きさで影響しているのかを計算するもので

繋がりあって全体として人々のスポーツ実施K

影響を与えているととを考えれば、単独の或い

は 1-2個の要因を他の要因と切り離して考え ある。またとの時の要因の個々のカテゴリーの

外的基準への寄与の方向(つまり「スポーツ実

施」あるいは「非実施JどちらK影響している

のか)と大きさ(影響力の強さ〉から、外的基
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とれらの要因を全体として取り扱か

い、その左かで個々の要因とスポーツ行動との

関係を全体的関連でみていくととが望ましれ

るよりも、



準を最も良〈説明するよう左回答パターンを求

め、要因の構造化をはかろうとするものである。

数量化理論の余暇活動、スポーツ活動分析へ

の適用例とじては、品、恥、さら峰済企

画庁余暇開発室の仕事がある。

守能はE類を用いてスポーツ実施層の分析を

行念い、「未・既婚J、「収入」、「余暇活動

への満足度」等の要因がスポーツ実施の大き念

規定要因であるととを明らかKした。しかし、

相関比が低〈スポーツの実施層・非実施層の判

別が十分K成功しているとはいえ念い。牧田は

E類を用いて余暇活動の分類を行なう念かで、

スポーツ活動が「若者的」、「慰安的」、 「一

般的」の諸特性を持つととを明らかKしている。

経済企画庁余椴開発室はI類を用いて将来のス

ポーツ実施量を推定するととを目的とした研究

の念かで、個hのスポーツ活動と要因との対応

関係、例えば競技型スポーツの実施Kは「年令」

「職業J、「性」念どの要因が強い規定力を持

っているととを明らかKした。しかし、スポー

ツ行動の実施・非実施K焦点を据える本研究と

は自からその性格を異Kしている。

2. 調査の方法

本研究で用いたデータは、議済企画庁を中心

K関係6省庁が 1973年K、ーの関、君津、

熊本の各市をモデル地区として実施した「コミ

ュエティ施設整備計画調査JI'LTいて、文部省

が担当した「住民意識調査」の調査結果K基づ

いている。

1)調査時期:1 9 73年8月25-9月

3 0白

2) 抽出方法:等確率2段無策為抽出法と単

純無策為抽出法の併用

3)調査方法:留置法Kよる質問紙調査

4) 有効回収標本数〈率):有効回収標本数

〈率〉は 5.826(70.8"も)

を得た。

抽出比
割標 有標 計標 最標

り本 効田本 算本 本
1次 2次

可
当数 収数 能数 終数

熊本 1:10 1:10 5.221 4，1567 9も79. 2.453 144 

ーの関 1: 5 1: 5 1.753 6I9，2.029 4ゐ 718 42 

君津 1 : 30 1，2日
454 
242 14 

~.3 .，も

しかし、数量化理論K用いる標本は外的基準

の説明変数として採用した全ての要因Kついて、

そのカテゴリーのいずれかK必らず反応してい

るもので念ければ念らず、その結果計算可能標

本数は 3.413と念つむきは、挙算の使宜上

最終標本数を 200として、三地域の標本比率

K併せて熊本 144、ーの関42、君津14を

最終標本とした。

※ HITA08700ライブラリプログラム数

量化理論第E類の最大サンプル数がN=

200である。

3. 分析の方法

1) 外的基準:Iスポーツの実施程度」を五

段階評価尺度でたずね、その結果を以下の 2グ

ループκ大別し外的基準とした。
スポーツ実施層=・ほとんど毎日(週4日らL上)

・時々(週 1-2日)

・時たま〈月 1-数日〉

スポーツ非実施層=・年1-数回

・全くし念い

2) 説明変数

個人的属性→11要因

① 人口統計的要因

性・年令・ライフサイクル

②社会的要因

学歴・職業

@経期句要因
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収入・教養・娯楽費

@時間的要因

自由時間量

⑤ 身体的要因

健康状態

⑥ 心理的要因

スポーツ志向

⑦ モピリティ要因

自動車保有

環境的属性→4要因

①地域要因

② スポーツ環境要因

施設への近接性、空地の有無

情報入手

<分析の結果>

1. 説明変数聞の相関関係

鑓化理論の説明変数として用いる要因は統

計的Kも要因相互間K強い相関関係が認められ

る状態(多元共線性Mu1 t i 001 i n e a ri ty) 

を避けるととが望ましい。表 1は、今回の分析

K説明変数として採用した要因聞の相関マトリ

ックスを示している。その結果、誉2以上の相

関を持つ要因は全部で 18 項目、特~I スポー

ツ志向」は 4項目もの要因と高い相関関係を持

っている。その他では、年令とライフサイクル

• 6 8 4、年令と学歴.4 3 7、学歴とライフ

サイクル.3 9 5、収入と性別.5 0 8、収入

と教養・娯楽費 .407をどの相関の高さが顕

著である。とのよう念説明変数聞の多元共線性

の存在は、要因を色々K組み替えるととKよる

規定力順位のダイナミック左変動を明らかVてす

るζとKよりカパアをされるべきである。

※ 属性の相関係数の高さは、対象となった

属性そのもののレフ 7 ランス (refere-

nce)~ より説明されるべきで、絶対値そ

のものの高さのみを問題とすべきで念い。

国民選好度調査委員会の「日本人の満足度」

ではo.2を有意な高さとしている。

2 相関比と規定力順位の変動Uてよる要因の構

造化

表2は、要因の色々念組み合せtてよる相関比

の大きさと規定力願位の変動の様相をみたもの

である。す~わち、相関比と規定力順位のダイ

ナミック念変動の様相から、スポーツ実施、非

実施を規定する要因の構造化をはかろうとする

ものである。相関比の最大は .5670である。

挙対値そのものの高さからいえば十分K要因κ

よる外的基準の判別が念されたとはいえ念いも

のの、外的基準と要因個h との対応関係があら

かじめはっきりとし念い今回のよう念研究課題

K対する計算結果としては満足のい〈値といえ

る。

ltL~ W 
※ 先述したて丁能や、ニ宅らtてよる適用例で

は最大0.45程度の相関比である。相関比

が 1~近ければ近いほどよいとする立場K

たてば不完全念判別結果であるカミ相関比

の大きさそのものK絶対的念基準は左〈、
他の多〈の適用例と比較しても満足できう

る値といえる。

との場合の規定力とは、 P34 の表 3~示し

たよう K各要因のカテゴリ-~与えられたウエ

イトのうち最大と最少を示したカテゴリーのウ

エイト幅(レンジRange)を各要因どとK求

めたものである。

相関比の大きさと規定力順位の関係がら以下

のととが明らかと念った。

1) スポーツ志向を含めた要因の組み合せが

もっとも大きい相関比を示し、「スポーツの好

き嫌い」という心理的要因が、人hのスポーツ

実施・非実施K与える影響力の大きさを表わし

ている。
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表2 相関比の高さと規定力順位の
変動

ヨ禦と .5670 .4809 .4764 .4788 .4434 
1地域 12 14 

2年令 3 1 1 1 1 

ノ

3性別 9 5 5 5 4 

4健康
状態

7 3 3 3 

5施設 11 9 9 

6情報
入手

5 4 4 4 

7自由
時間

4 7 6 7 5 

8 ライフ
サイクル

8 1 0 9 10 

9学歴 2 2 2 2 2 

10職業 10 11 10 11 7 

11空地 12 12 

12 自動車
保有

1 3 11 

13収入 8 8 8 6 

教養
14 娯楽費 6 6 7 6 3 

スポー
15 ツ志向 1 

K大き左影響力を持つ要因と念ってい念い反面、

とれらの施設利用K関する情報の入手経路は、

心理的要因や学歴、年令、自由時間等tてついで

規定力の強い要因と在っている。

4)収入と教養・娯楽費を比較すると、教養

.娯楽費の多寡の方が収入よりもスポーツの実

施・非実施K大き~規定力を持っている。

5) 社会的要因の念かでは学歴の規定力が極

めて高い反面、職業の規定力は小さい。

替や年令の規定力の高さと収入の規定力の相

対的低下は前述の余暇開発センタ -vてよる分析

Vてもみられる。健康状態とスポーツ実施との関

連は、主K労働内容との結びつきで愛吉ゃ、私、

理府青少局等の調査が明らかKしてきたととろ

であるが、社会人一般を問題とする場合、年令

(老令化)とからみあう形でのスポーツ志向の

変容の視点を重要視し左ければ念ら念いであろ

う。施設や広場の有無の規定力の低さは、スポ

ーツ活動K関する各種調査結果が一様VLi施設、

指導者、仲間j等の不足をスポーツ実施の阻害

要因Kあげているととと一見矛盾する結果であ

る。し:かし、スポーツを日常的K実施している

ものは遠くの施設でも努力して利用するととか

ら結果としてスポーツ施設や広場の近接性は大

2) スポーツ志向を除いた要因の組み合せK き念規定要因として現われ左いのであろう。む

よる計算結果では、年令、健康状態、性別等の しろ、との結果は有力念コミュニクーション手

要因K規定力順位の顕著念上昇がみられる。と 段と結びついた形での施設の必要性を示唆して

れは、とれらの要因が表 1でも明らか念ょうfて いるといえよう。

スポーツ志向と高い内部相関を持つととから生

じたものであり、

性 1
~ -+A>T--ツ志向→スポーツ実施

年令 「| ・非実施

健康状態 j

の要因の構造化が考えられる。

3)住居付近の施設や空地の有無(施設への

近接性)は、どちらもスポーツの実施・非実施

3. カテゴリー・スコアと寄与の方向

次V亡、もっとも大きい相関比を示した要因の

組み合せを例Kとって、要因のカテゴリー・ス

コア(カテゴリ一個kl'L与えられたウエイト)

K注目し左がら、スポーツの実施・非実施への

カテゴリー個々の寄与の方向をみたのが表3で

ある。勢テゴリー・スコアは、各説明変数内の

-33-



表3 スポーツ実施の規定要国 相関比=0.5670 

アイテム カテゴ 1)- スコアー 刊行 う←O→ しない(吟
レンジ

壬主の順位)
地
君熊 本津

-{).00264 
τ枕"* 0.02799 

-0.01302 (12) 
域 の 関 0.01497 官公

1 5 -1 9 -{).12833 会決食会会会食
年 25-29 -{).00851 
35-3 9 0.0∞54 1年 0.17823 
40-49 0.02310 交交 (3) 

齢 50-59 0.049ω 決食-t:r
60- 0.03248 食食

性 男 同0.04889 会食-t:r 0.09189 
別 女 0.04300 交交 (9) 

ス志
行うのが好き -0.17412 

会食会食会食会カ食食食会会食-t:r
ポ
観るのが好き 0.15911 

0.60842 
両方好き ー0.13378 会食食食会食

(1) 
ツ向 嫌い 0.43430 会ル喝食ル喝食ル喝食ル“公'“食ル吋会ρ、‘食'“食砂、a先b・‘安'、‘砂、‘b吋ル苅ル喝砂、....占ル‘，.、‘ル喝
どちらでも左い 0.23858 

健
快 調 -0.02703 会食
普 通 -{).00515 古今 0.09742 

康 不 調 0.07039 決食食公 (7) 
その他 0.05660 史食食

施 歩いて15分以内 0.03173 交交 0.070571 念 い 一0.01183 ヲた (11) 
設 わから念い ー0.03884 会食

自 1時間未満 0.10266 カ食会会食
由 1-2時間未満 0.01046 

"* 0.13826 
時 2-4以時間上未満 -{).01304 "* (4) 
間 4時間 -0.03560 交交
量 D.K 0.03557 交交

情報
家族や近所の人 -{).04408 会食
会社の同僚 -{).05736 会決食 0.12856 

入
広報 一0.01210 "* (5) 

手
ほとんとス手じない 0.03621 会食
D.K o.ona 安食会食

1 -{).06797 会決食
ラサ 2 ー0.03772 会食

イイ 3 0.025回 食食 0.09355 
ク 4 0.01785 

"* 
(8) 

フル 5 0.02370 会食
6 0.01095 1た

寸"""ー
小・中学校卒 0.04715 会決公
高等学校卒 -0.01918 1年 0.19003 

歴
短大卒以上 -{).11512 会決食会会食 (2) 
在学中 一0.14沼9 会決食会食食会

勤労者 -0.02445 安食
職 自 営業 0.04621 安食-t:r 0.07066 
無

職婦
0.00293 1た (10) 

業 主 0.00飢渇 1年
生徒・学生 0.01271 

"* 
教娯
3千円未満 0.04006 決食

養楽
3千-1万 -0.01773 女 0.11696 

-費
1万-2万 -{).07167 会食会食 (6) 
2万円以上 一0.07690 食会食会
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カテゴリー相互の効き方、方向づけを見るため

に各変数のカテゴリー・スコアーを平均O(tL移

し全体の寸法をそろえてカテゴリー相互間の相

対的比較をしようとするものである。表中の図

でみると〈ー〉はスポーツ実施の方向K、(+) 

は非実施の方向K積極的K反応しているととを

示し、そのスコアーの絶対値の大きさが反応の

強さを示している。前述したよう f亡、との説明

変数内のカテゴリーのスコアレンジの合計(ス

ポーツの実施、非実施のどちらの方向でも原点

からのスコアを加える〉の大きい説明変数が一

般的Kスポーツの実施、非実施K対して大きい

規定力を持っと考えられる。

1) もっとも大きいレンジを持つスポーツの

志向をみると、「自分で行念うのが好きム「見

るのも行念うのも好きJがスポーツ実施の方向

κ、「見るのが好き」、「嫌い」、「好きでも
嫌いでも左い」が非実施の方向K積極的K反応

するカテゴリーと左っている。

2)学歴では「小・中学校卒」が非実施の方

向V亡、「高等学校卒、在学中Jが実施の方向K
反応、している。

3)年令では、 r3 0才」を境Kして、実施
と非実施の方向Kカテゴリーがわかれるが、

r 2 0代と 30代」は原点K近v:ととから、む
しろ、 r20代、 30代jを実施、非実施の境
自の年代としてまとめうる可能性が示唆された。

4) 同様K、自由時間量ではr1時間未満j、
情報入手経路では「全然情報を得てい念い」、

教養・娯楽費ではr1万円未満」の各カテゴリ
ーが非実施の方向K積極的K反応するカテゴザ

ーであるととが示された。

「スポーツを観るととが好き」とする、いわ

ば間接的スポーツ愛好者層は従来施設や指導者

等の念んらかの条件がととのえば容易Kスポー

ツ実施へと移行する潜在的スポーツ人口を形成

するととらえられてきたが、むしろ年令や健康

状態との関漣で非実施層として規定されるべき

である。学歴とスポーツ実施との結びつきでみ

た「小・中学校卒」と「高等学校卒以上Jとの

構造分化は、響原もいうよう問歴が職業や社

会的地位や役割との結びつきが深いととからそ

れらKよって規定される生活の時間的構造や所

得水準K影響された結果とも考えられる。しか

し、本分析K拾いては学歴と職業・収入との内

部相関が低〈、かっ、職業・収入の規定力も低

いととから、学生時代の運動経験や運動K対す

る考え方K与える影響の結果とする方が妥当で

あろう。

4. スポーツ実施・非実施への反応パターY

最後K、図 1は個々のカテゴリーをスポーツ

の実施、非実施別Kカテゴリー・スコアの大き

い順何らべたものであり、粍れらのカテゴリ

ー全体への反応パターンから或1.:個人のスポー

ツ実施・非実施の予測も可能であろう。

※ 但し、常K相関比の高きの制限内である。
つまり、数量化理論第 E類は要因とカテゴ
リーの色々左与え方Kよる相関比と規定が
順位の変動からの外的基準の予測であり、

より高い相関比を示した要因の組み合ぜK

常Kとってかわられる可能性を持っている。

1)スポーツ実施の方向で防、スポーツ志向

「するのが好き J、学歴「在学中」、スポーツ

志向「するのも観るのも好き」、年令r1 5-
1 9才」、学歴「短大卒以上」、教養・娯楽費

r 2万以上」等のカテゴリーが上位を占めてい
る。

2) スポーツ非実施の方向K積極的K反応し

ているカテゴリ -11~ スポーツ志向「スポーツ

が嫌い」、「好きでも嫌いでも左い」、「観る

のが好きJの各カテゴリーが大きいウエイトを

占め、次いで自由時間r1時間未満J、健康状
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態「不調」、年令r50-59才」、学歴「小

・中学校卒」、職業「自営業」、性別「女性J、

教養・娯楽費r3千円未満」、情報入手経路
「ほとんど入手し念い」左どのカテゴリーが上

位を占めている。つまり、とのよう念カテゴリ

ーへの反応パターンを示す人はあまり積極的K

はスポーツを行念わ左いのでは左いかと予測で

きょう。

<総括>

以上の結果、本研究K用いた要因の範囲内で

以下のととが明らかと左った。

1)スポーツの実施、非実施K影響を与える

要因は、図 2VL示すよう Kその及ぼす影響力の

大きさを輸として構造化できょう。す左わち、

心理的要因である「スポーツ志向」が最も大き

いウエイトを持ち、次いで「性j、「年令J、

「健康状態J等の佃人的要因、社会・経済的属

J
r
o
l
A
F
P

急
事

事

韓

合
1

性の念かでは「学歴」と「自由時間J、「教養

・娯楽費」、環境的要因の念かでは「情報の入

手経路」の各要因が大きいウエイトを持っている。

2) rスポーツを観るのが好き」のカテゴリ
ーがスポーツ非実施の方向κ強〈反応するカテ

ゴリーであるととからも、「スポーツを観るの

が好き」とする人々、いわば間接的参加層を潜

在的スポーツ参加層として規定するとと叱は問

題がある。

3) スポーツの実施・非実施K経済的側面か

ら影響を与えている要因の念かでは階層間で平

均化の傾向のみえる収入より大き左影響力を持

っている。

4)情報ルートと一体化した施設のあり様が

望まれる。

5) 図 lVL示すよう念カテゴリー・スコアの

大きいカテゴリーへの反応パターンから「スポ

ーツの実施・非実施の予測も可能である。

国

回転

型車

型車

k〆

~個人的要因

図2 スポーツ行動規定要因の構造図
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